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要旨： 

 人々はウェブサイトを通じて情報を取得するが、自治体の防災情報はきちんと閲覧者に

届いているだろうか。東京オリンピック・パラリンピックを展望すれば、外国人と障害者

への情報提供も重要である。 

 東京 23 区のウェブサイトを対象に、重要な情報として扱われているか、アクセシビリテ

ィが配慮されているか、スマートフォンに対応しているか、英語によって情報提供されて

いるか等を調査した。その結果、たとえば、避難所マップの中に避難所リストがあり音声

で読み上げられない、ハザードマップで危険を示す色が家屋の倒壊と浸水で異なる、英語

だけでは防災情報にたどり着けない等の問題を見出した。 

 本講演では、調査結果の概要を紹介したうえで、発災時にスマートフォンに対してプッ

シュ型で情報発信するなどの対策案を提示する。 
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地方公共団体ウェブサイトにおける防災情報提供： 

ユーザビリティとアクセシビリティの観点から 

 

山田 肇（東洋大学） 

遊間和子（国際社会経済研究所） 

 

1. 東日本大震災と防災行政 

 東日本大震災は防災行政に大きな影響を与えた。国土並びに国民の生命、身体及び財産

を災害から保護するため、防災に関する基本理念を定める『災害対策基本法』は、2012 年

と 2013 年の 2 回にわたって改正が重ねられた。災害対策基本法に基づいて内閣に設置され

た中央防災会議は、2011 年 12 月、2012 年 9 月、2014 年 1 月、同年 11 月と、4 回も『防

災基本計画』を一部修正した。修正頻度は東日本大震災の衝撃度を物語る。 

 

1.1 住民等への情報提供の強化 

 2013 年改正災害対策基本法は「住民等の円滑かつ安全な避難の確保」を掲げ、学校など

の一時避難所に加え、一定の基準を満たす施設又は場所を指定避難所としてあらかじめ定

めることを市町村長の義務とした。また、高齢者・障害者など、災害時の避難に特に配慮

を要する者について、市町村長は名簿を作成し、本人からの同意を得て、消防・民生委員

などの関係者にあらかじめ情報提供するようになった。さらに、防災マップの作成などに

ついても、市町村長に努力義務を課した1。 

 防災に関する地図には、防災マップのほかにハザードマップがある。ハザードマップに

は様々な種類があるが、浸水については『水防法』第 14 条・第 15 条が法的根拠である。

第 14 条は、河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域を浸水想定区域として指定するこ

とを都道府県知事に求め、指定したときには、指定の区域及び浸水した場合に想定される

水深を公表するとともに、関係市町村の長に通知する義務を課している。 

 一方で、東日本大震災は、災害への日常的な備えの必要性を社会に強く認識させた。地

方公共団体が防災関連情報を平時から人々に提供していけば、人々が事前に備えるのに役

に立つ。最新 2015 年決定の防災基本計画には、「地方公共団体は、地域の防災的見地から

の防災アセスメントを行い、地域住民の適切な避難や防災活動に資する防災マップ、地区

別防災カルテ、地震時の行動マニュアル等を分かりやすく作成し、住民等に配布するとと

もに、研修を実施する等防災知識の普及啓発に努めるものとする。」「地域住民等に対して

急傾斜地崩壊危険区域等について、ハザードマップ等の整備も含め徹底した情報提供を行

うとともに，警戒避難時の避難についても周知徹底を図るものとする。」などと言及されて

                                                  
1 内閣府、「災害対策基本法の改正について」 

http://www.bousai.go.jp/kohou/kouhoubousai/h25/72/news_01.html（2015 年 3 月 25 日確

認） 
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いる2。 

 

1.2 防災対策に対する住民の意識 

 住民の行政に対する意向を把握する目的で、東京都 23 区は定期的に世論調査を実施して

いる。 

 目黒区（2014 年 6 月実施、回収 1745 通）では、29 施策の中で優先して行ってほしい施

策として、第 1 位から第 5 位までを選択させる質問を行った3。そして、第 1 位から第 5 位

までの合計で、「高齢者福祉」31.0%、「防犯」29.2%、「防災」28.2%、「子育て支援」25.9%、

「保健・医療」19.5%という結果を得た。同様に、江戸川区（2014 年 5 月実施、回収 1512

通）でも、今後推進してほしい施策（複数回答）に対して、「震災対策」39.1%、「防犯対策」

33.4%、「水害対策」25.0%、「子育て支援」21.2%、「熟年者施策」19.9%という結果を得て

いる4。「震災対策」と「水害対策」を防災としてひとまとめにすれば、64.1%という高率に

達した。千代田区（2014 年 10 月実施、回収 808 通）では、13 施策の重要度を質問し、「重

要」と答えた割合が、「防災対策」66.7%、「環境対策」51.2%、「高齢者対策」48.1%、「学

校教育の充実」47.5%、「保健・衛生対策」45.4%となった5。 

 港区（2013 年 11 月実施、回収 653 通）は、防災対策について詳細に調査している。地

震災害に対する行政の重要な取り組みについて三つまで選択させたところ、「地震時の火災

発生対策」43.2%、「老朽建築物の倒壊対策」41.7%、「高層建築物の震災対策」38.9%、「区

民の避難の円滑化」31.1%、「災害時要援護者の支援」27.0%、「帰宅困難者支援」17.3%、

「区民の地震災害に対する意識向上に向けた取り組み」15.5%の順となった6。 

 以上に説明してきたように、政府・地方公共団体は、東日本大震災以降、住民等への防

災情報の提供を含め、防災対策を強化し、一方、住民も、防災対策を地方公共団体が取り

組むべき最も重要な施策の一つとして認識してきたことがわかる。 

 

2. ウェブサイトを通じての情報提供 

 東日本大震災の発災直後、ふくそう回避のための発信規制によって、固定電話と携帯電

話からの音声通話がほとんど利用できない状況となった。これに対して、インターネット

                                                  
2 内閣府、「防災基本計画」 

http://www.bousai.go.jp/taisaku/keikaku/pdf/kihon_basic_plan.pdf 
3 目黒区、「第 44 回目黒区世論調査」 

http://www.city.meguro.tokyo.jp/gyosei/tokei/chosa_hokoku/yoron/44yoroncyousa_houko
ku.files/44yorongaiyou.pdf 
4 江戸川区、「平成 26 年度＜第 31 回江戸川区世論調査」 

https://www.city.edogawa.tokyo.jp/kuseijoho/houkokusho/yoronchosa.files/31_yoron.pdf 
5 千代田区、「第 41 回千代田区民世論調査＜概要版＞」 

https://www.city.chiyoda.lg.jp/koho/kuse/kocho/chosa/documents/gaiyo-41.pdf 
6 港区、「第 29 回港区民世論調査」 

http://www.city.minato.tokyo.jp/kouchou/kuse/chosa/yoronchosa/documents/29_yoronch
osa.pdf 
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は、停電などの影響はあったものの、機能が相当程度維持されていたため7、多くの人々は

インターネットを通じて情報を受発信した。発災直後にインターネットを利用する傾向は

今後いっそう強まると考えられ、発災直後に自らのウェブサイトを通じて如何にして適切

に情報発信するかは、地方公共団体にとって大きな課題である。 

 防災基本計画は住民等への事前の情報提供も求めている。前述した、各区の世論調査は、

公式ウェブサイトの利用についても質問している。目黒区の調査では、区の情報やお知ら

せの入手先（複数回答）は「めぐろ区報」63.4%、「回覧板・掲示板」30.5%、「パソコン閲

覧」28.8%、「スマートフォン閲覧」10.6%となった。パソコンとスマートフォンを合わせ

れば 39.4%と、「めぐろ区報」に次ぐ情報入手先となっている。「めぐろ区報」は新聞の折

り込みで入手する割合が 55.6%となったが、「手にしていない」という回答も 24.9%存在し

た。「手にしていない」回答者のうち 17.7%は、ウェブサイトで情報を手に入れているので

「めぐろ区報」は必要ない、という回答であった。 

 足立区（2013 年 9 月実施、回収 1962 通）では、「あだち広報」79.7%に対して、「イン

ターネット経由」24.2%であった8。足立区の調査報告書は、「30 代、40 代のとくに女性で、

インターネットの比率が 5 割を超え、……インターネットを利用して、自ら積極的に情報

を得ようとする区民に対しても、適切な情報を発信していくことが必要である。」と指摘し

ている。世論調査から、公式ウェブサイトが区報に次ぐ第二の情報伝達手段となってきて

いる様子が読み取れた。 

 防災基本計画が求める防災情報の住民等への紙による事前配布と並び、地方公共団体ウ

ェブサイトは人々への情報提供の有力な手段である。人々がインターネットを今後より一

層利用するようになれば、地方公共団体ウェブサイトの重要性は増すと考えられる。 

 

3. 調査の視点と調査方法 

 東京都 23 区を対象に、防災関連情報、特に避難所・防災マップ・ハザードマップが、平

時に、ウェブサイトでどのように情報公開されているかについて調査した。 

 調査の視点には、ユーザビリティとアクセシビリティを据えた。 

 国内標準（たとえば、JIS Z8521）は、ユーザビリティを「ある製品が、指定された利用

者によって、指定された利用の状況下で、指定された目的を達成するために用いられる場

合の、有効さ、効率および利用者の満足度の度合い」として定義している。地方公共団体

のウェブサイトを通じて人々は防災情報を入手しようとする。目標を達成する際に、正確

で完全な情報が入手でき（有効さ）、時間資源等の投入が少なくて済み（効率）、不快感が

なく肯定的な態度を取る（満足度）ことが、ウェブサイトの高い評価につながる。ウェブ

                                                  
7 樋地正浩、「東日本大震災における情報通信技術の利用と課題」『電子情報通信学会論文誌

D』、vol.J95-D、no.5、pp.1070-1080（2012） 
8 足立区、「第 42 回足立区政に関する世論調査」 

https://www.city.adachi.tokyo.jp/kuse/ku/mado/documents/houkokusyozenn0520.pdf 
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サイトのユーザビリティを高める努力は、地方公共団体とサイト閲覧者との良好な関係形

成にとって重要である。 

 アクセシビリティは、利用者の中でも障害持つ人々に焦点を当て、利用の効率や満足度

よりも、そもそも利用できるかに注目する概念である．高齢者・障害者・外国人などは、

大きな災害が発生した際に、安否を確認し、安全を確保するのに困難を伴う人々である9。

一方で、一般よりも情報の入手が困難な人々であり、高齢者・障害者・外国人に対する情

報提供では、アクセシビリティは必須の配慮事項である。 

 東京都 23 区のウェブサイトを対象に、共同研究者がそれぞれの項目をチェックし、結果

を持ち寄って不整合を修正し集約する、ダブルチェックによって調査を実施した。調査期

間は 2015 年 3 月 13 日から 24 日までの 12 日間である。また、本報告に掲載した各サイト

のスクリーンショットも、基本的に同期間に取得したものである。 

 調査の際にはパソコン・スマートフォンとも広く市販されている機種を選択し、人々が

地方公共団体ウェブサイトから情報を通常取得する状況を模して、問題を抽出することに

した。一人は画素数 1366×768 の、他は 1280×1024 のパソコンを用い、ともにブラウザ

の文字サイズは「中」に設定した。スマートフォンによるチェックの際には、画素数 640

×1136 と 720×1280 の二機種を縦置きにした。 

 

4. 調査結果の概要と見出された問題点 

 防災情報の重要度、避難所情報の提供、福祉避難所情報の提供、ハザードマップの提供、

英語による情報提供、スマートフォンへの対応の 6 つについて、可否や対応非対応などが

二値で峻別できるように調査項目を設定して、調査を実施した。 

 

4.1 防災情報の重要度 

 ウェブサイトの閲覧者には、サイトの左上をよく見て右下はあまり見ない10、スクロール

を必要とする縦型の配列よりもスクロールのない一覧性のある配列を好む11、といった共通

の傾向がある。弱視者は拡大表示機能を利用してウェブサイトを閲覧するため、悪い配列

は上下左右へのスクロールを強いる。情報への到達に時間がかかると心的負担が増加する

という、全盲者を対象とした研究結果がある12。 

 多様な閲覧者が示す閲覧傾向に合わせて、訴求したい順に情報を配列していくのがウェ

                                                  
9 山田肇、「総論：災害と情報アクセシビリティ」、山田肇編著『みんなの命を救う－情報ア

クセシビリティ』、NTT 出版（2006） 
10 宮本勝、大野健彦、「視線を用いた Web デザインの評価(表現と評価)『情報処理学会研究

報告』、2006-HI-119、pp. 9-16（2006） 
11 高橋信行、佐々木隆志、川原稔、「Web デザインが視覚障がい者のユーザビリティに与え

る影響についての一実証報告」『電子情報通信学会 信学技報』、ET2011-43、PP.41-46（2011） 
12 飯塚潤一、岡本明、堀内靖雄、市川熹、「全盲者のウェブサイトのユーザビリティと検索

効率に関する考察」『第8回情報科学技術フォーラム講演論文集』、K-017、pp.561-562（2009） 
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ブデザインの基本原則であり、重要な情報はスクロールなしに閲覧できる範囲内に掲載す

るのが適切である。 

 23 区の場合、台東区・墨田区・中野区を除く 20 区では、サイト全体のトップページ（以

下、トップページ）で、スクロールなしに閲覧できる上部に防災情報へのリンクが掲載さ

れていた。多くの区で防災情報が重要な情報として扱われ、それを反映するデザインが採

用されていたことがわかった。 

 これに対して、トップページから防災情報をクリックして最初に表示されるページ（以

下、防災トップページ）に、スクロールなしに避難所情報へのリンクが存在したのは 11 区、

スクロールなしにハザードマップへのリンクが存在したのは 9 区にとどまった。これは、

避難所やハザードマップは閲覧者に訴求すべき重要な情報である、との認識が地方公共団

体にはないという可能性を示唆する。 

 さらに、スクロールしても避難所やハザードマップへのリンクの発見がむずかしいウェ

ブサイトが、2 区存在したのは大きな問題である。杉並区は避難所を「震災救援所」と表現

した上で、「区内で震度 5 強以上の揺れを観測した場合、区立の全小・中学校等に開設され、

避難所となります。」と説明している。「避難所」は災害対策基本法でも使用されている用

語であり、震災救援所という独自の用語では閲覧者に通じない恐れがある。千代田区では、

「トップページ」→「防災」→「水害」と遷移していくと、水害ページに「千代田区洪水

避難地図（洪水ハザードマップ）」へのリンクがあった。しかし、単に「水害」とだけ表示

されたページに行けばハザードマップを見られると、普通の閲覧者が推測できるだろうか。 

 避難所情報・ハザードマップへのリンクが、共にスクロールしなければ見つけられなか

った 11 区のうち、文京区・江東区・大田区・世田谷区・渋谷区・荒川区・板橋区の 7 区に

は、防災トップページ上部に新着情報・トピックスなどが掲載されているという共通の欠

点があった。新着情報をページ上部に置くのは典型的なウェブデザインであるが、それに

よって基礎情報が下に押され、スクロールしなければ閲覧できなくなっていた。 

 

4.2 避難所情報の提供 

 発災時に真っ先に必要となる情報の一つが避難所の住所である。そこで、防災トップペ

ージの下層にある避難所情報ページに、避難所リストが掲載されているかを調査した。そ

の結果、すべての区にリストがあり、事前の情報提供という観点で問題のないことがわか

った。 

 ただし、台東区では、「トップページ」→「暮らしのガイド」→「防災と防犯」→「災害

対策」→「避難」と、深い階層まで下りていかないと見つけられなかった。しかも、「防災

と防犯」の下に「避難について」という紛らわしいリンクがあり、閲覧者を混乱させる恐

れがある。中野区も同様に、「トップページ」→「防災・防犯」→「もしもの時に」→「も

しもの時に」→「地震」→「避難する場所は」と辿る必要がある。階層構造は理解しにく

く、特に、「もしもの時に」の下に「もしもの時に」としか表示しない層が存在している点
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は問題である。また、トップページに、「防災・防犯」のほかに「防災・気象情報」という

紛らわしいリンクがある点も問題である。 

 マウスでカーソルを動かしてリンクを追えない全盲者は、読み上げを聞きながら Tab キ

ーや Enter キーを押下してリンクを追っていく。そこで Tab キーと Enter キーだけで避難

所リストにたどり着けるかを調べたところ、江戸川区を除く 22 区では正常にリストに到達

できた。江戸川区の場合も、「JAWS for Windows13」といった代表的な読み上げソフトを

使用したところ、到達可能であった。 

 21 区で避難所リストは HTML 形式で提供されていた。残り 2 区のうち、世田谷区には

Excel 形式と Text 形式の 2 種のリストがあり、視覚障害者への配慮が充実していた。視覚

障害者が、Google Map などの地図を音声で読み取るのを助ける、スマートフォン・タブレ

ットアプリがすでに市場に提供されている14。避難所リストから避難所の住所を読み取れれ

ば、後はアプリを利用して避難所までたどり着けることになる。これら 22 区は、視覚障害

者への情報提供という観点で評価できる。しかし、これに対して、葛飾区だけ避難所リス

トが PDF 形式で、しかも、読み上げができないという問題があった。 

 避難所リストと避難所マップは対をなす情報である。そこで、避難所リストが掲載され

たページに避難所マップ、あるいは避難所が掲載された防災マップなどへのリンクがある

かを調べた。その結果、文京区・台東区・品川区・渋谷区・北区・荒川区・足立区・葛飾

区の 8 区を除き、リンクが存在していた。なお、足立区では「防災情報マップ（電子地図）」

にリンクできない、リンク切れが調査期間中継続して発生していた15。 

 200%に拡大して表示しても、中野区を除き、避難所マップはぼやけなかった。ほとんど

の区で、拡大表示を利用する弱視者への配慮がなされている点は評価できる。一方で、A4

版で白黒印刷して内容が理解できるかをチェックしたところ、評価可能であった 21 区のう

ち 7 区（台東区・江東区・品川区・大田区・世田谷区・練馬区・江戸川区）で、文字潰れ

や、そもそも印刷できないといった問題が生じた。防災基本計画に沿って避難所マップを

各世帯に配布しても保管しているとは限らないし、家庭にあるプリンターはカラー印刷に

対応していないかもしれない。世帯で起きがちな状況が、一部の区では想定されていない

ことがわかった。 

 渋谷区の防災マップは、色だけでなく斜線の有無で一時集合場所・避難場所・避難所が

区別できるようになっており（図 1）、白黒印刷しても情報の読み取りには困らなかった。

千代田区は、主要な鉄道や道路、施設などだけを掲載したイラスト化された防災マップを

提供しており、読み取りが容易であった。 

 

                                                  
13 有限会社エクストラ、「JAWS for Windows」 http://www.extra.co.jp/jaws/ 
14 たとえば、『ドキュメントトーカ ボイスナビ』というアプリがある。 
15 URL は次の通り。http://www.adachi-bousai.jp/SuperaPage_bousai/ 
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図 1 表示に工夫した渋谷区の防災マップ 

 

4.3 福祉避難所情報の提供 

 多くの区で小中学校が避難所に指定されているが、体育館などでの集団的な避難生活に

適応しにくい人々がいる。『東京都地域防災計画 震災編』によると16、集団的な避難生活

が困難な人々のために「一般的な避難所での避難生活が困難な要配慮者のため特別な配慮

がなされた避難所」、すなわち「二次避難所（福祉避難所）」を用意することになっている。

また、「各区市町村の地域防災計画において、あらかじめ避難所（二次避難所含む。）を指

定し、住民に周知しておく。」とされている。 

 福祉避難所を二次避難所というのは、『品川区地域防災計画』に「二次避難所・福祉避難

所の運営は、障害特性等状態に応じた支援が必要であり、避難所から二次避難所・福祉避

難所への移送手段についても確保する。」とあるように17、一時避難所に集合したのちに移

送する手順を前提としているからである。しかし、品川区の表現は「二次避難所」と「福

祉避難所」の列挙であり、東京都の「二次避難所（福祉避難所）」とは異なる。 

 荒川区では、二次避難所を「一次避難所に避難した高齢者や障がい者のうち、一次避難

所で避難生活を継続することが困難な者を優先的に避難させるために設置する施設」とし

て、福祉避難所を「災害によって住居等が損壊や火災等のため使用できなくなった高齢者

や障がい者のうち、要介護度や障害の程度が高く、一次・二次避難所での避難生活が困難

                                                  
16 東京都、「東京都地域防災計画 震災編」 

http://www.bousai.metro.tokyo.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/000/359/H26
shinsai_honsatsu.pdf 
17 品川区、「品川区地域防災計画」 

http://www.city.shinagawa.tokyo.jp/hp/menu000001900/hpg000001888.htm 
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な避難者を避難させるために設置する専用施設」と、東京都とはかい離する形で『荒川区

避難所運営基準』で定義しているなど18、全区で統一されている様子は見られない。 

 各区ウェブサイトに二次避難所あるいは福祉避難所に関する情報が掲載されているだろ

うか。調査の結果、中央区・港区・練馬区・足立区では福祉避難所リストが掲載されてお

り、千代田区については防災マップに福祉避難所が掲載されているが、残りの 18 区につい

ては一切情報が掲載されていないことが明らかになった。中央区・港区・足立区の福祉避

難所リストは HTML 形式であり、練馬区は PDF 形式だが読み上げ可能で、リストを掲載

した 4 区についてはアクセシビリティに関して問題はなかった。また、これらの区では「二

次避難所」という表現は用いられていなかった。 

  

4.4 ハザードマップの提供 

 防災基本計画が求める、地域住民へのハザードマップ情報の提供に対応する形で、23 区

すべてでハザードマップが掲載されていた。四種類のハザードマップを掲載していたのは、

港区・中野区・江戸川区で、江戸川区を例にとれば洪水・液状化・建物崩壊・火災危険度

ハザードマップの四種類で、このうち、建物崩壊と火災危険度は東京都が提供する情報に

直接リンクしたものであった。また、三種類は大田区・世田谷区・渋谷区、二種類は新宿

区・台東区・江東区・目黒区・北区・荒川区であった。ハザードマップの種類は洪水・浸

水・揺れやすさなどと多様だが、もっとも多いのは洪水であった。 

 ハザードマップに関わる最大の問題は、ハザードの種類によって安全と危険の色の基準

が異なる点である。江戸川区の例では、図 2 に示すように、最大の危険地域が洪水では青

紫、液状化ではピンク、建物崩壊と火災では黒紫で表示されている。地震の際には液状化

と建物崩壊・火災が同時に発生する恐れがあるが、ハザードマップによって危険地域の表

示色が異なると、閲覧者が危険地域を誤って認識するかもしれない。たとえば、洪水で危

険を表す表示色が、建物崩壊・火災では安全地域の表示色になっている点は、人命にかか

わる問題である。 

 表示色問題の主因は国土交通省にある。国土交通省は各種ハザードマップの作成マニュ

アルを公表している。洪水については、たとえば『中小河川浸水想定区域図作成の手引き』

に「浸水深のランク区分と表示色」の規定がある19。江戸川区の洪水ハザードマップにおけ

る危険度表示色は規定に一致する。一方、『津波・高潮ハザードマップマニュアル』では20、

「色彩にも基準があり、防災に関わるものとしては「安全色及び安全標識（JIS Z9101）」

                                                  
18 荒川区、「荒川区避難所運営基準」 

https://www.city.arakawa.tokyo.jp/kurashi/bosaibohan/hinanbasho/hiannjyokijyunn092
5.files/hiannjyounneikijyunn0926.pdf 
19 国土交通省、「中小河川浸水想定区域図作成の手引き」 

http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha05/05/050705/04.pdf 
20 国土交通省、「津波・高潮ハザードマップマニュアル」 

http://www.mlit.go.jp/common/000054428.pdf 
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という基準（ISO に準拠した国際標準）があり、安全色(安全に関する意味が与えられてい

る色)が定められている。例えば、赤は防火・禁止という意味などを有する。危険度は黄（注

意）→黄赤（危険）→赤（高度の危険）の順で高まる。青円と白抜きで指示、赤紫は放射

能、緑は安全などを示す。黒や白は対比色（安全色に対比して用いられる色）である。こ

れら JIS6 色（赤・黄赤・黄・緑・青・赤紫）は世界基準になっている。」として、最大の

危険を赤で表示するように推奨している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 江戸川区の各種ハザードマップにおける危険度の表示 

 

 ハザードマップに関わる第二の問題は、23 区すべてで、視覚を用いなければ一切情報が

取得できない点である。これは、ウェブコンテンツに関する世界標準（WCAG2.0 および

ISO40500）・国内標準（JIS X8341-3）に規定されている「利用者に提示される非テキスト

コンテンツには、同党の目的を果たす代替テキストを提供する」に違反している。 

 

4.5 英語による情報提供 

 2015 年 3 月 1 日現在、たとえば、新宿区の住民基本台帳人口は 327,618 名で、うち 36,093

名（11%）が外国人である。23 区全体では総人口が 9,107,646 名で、外国人は 352,686 名、

外国人比率は 3.9%である21。比率は、2020 年の東京オリンピック・パラリンピックに向け

て、一層増加していくと考えられる。そこで、外国人に対して防災情報がどのように提供

されているか調査した。 

 

                                                  
21 東京都、「住民基本台帳による世帯と人口 平成 27 年」 

http://www.toukei.metro.tokyo.jp/juukim/2015/jm151a0000.xls 

液状化予測図 
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図 3 英語表示に切り替えた渋谷区のトップページ 

 

 各区ウェブサイトには、英語・中国語・ハングルなどへの表示切り替えを促すバナーが

あり、22 区で自動翻訳によって表示が切り替えられた。英語で自動翻訳表示した場合にト

ップページで防災情報（Disaster Prevention など）へのリンクが見つけられなかった区が

5 区（文京区・台東区・江東区・渋谷区・北区）存在した。渋谷区が典型で、図 3 にあるよ

うに、「防災・防犯」バナーは画像であり、自動翻訳の対象から外されていた。渋谷区の外

国人居住比率は 4.2%で 23 区平均よりも高いが、ウェブサイトを通じての情報提供では外

国人への配慮がなかったことになる。画像バナーが翻訳されないという問題は、文京区な

どでも共通していた。 

 杉並区は、英語・中国語・ハングルによる生活ガイド（A Guide to Living in SUGINAMI 

City）を提供し、自動翻訳は用いないという独自の対応をしている。しかし、生活ガイドに

おける防災情報の記述は希薄で、避難所やハザードマップなどに関する情報は見つけられ

なかった。 

 自動翻訳の精度は低い。たとえば中野区では「災害にそなえて」が「Please prepare for an 

accident」と自動翻訳されていたが、「accident」は「事故」を意味して、明らかな誤訳で

ある。多くの区で、自動翻訳を開始する段階で精度の低さに関する警告を表示した。渋谷

区の場合には、「渋谷区と自動翻訳サービス提供者は誤訳の責任を負わないので、自己責任

で使用するように」という意味の英文の警告があった。しかし、先に説明したように「防

災・防犯」バナーが画像で、その先を辿って情報が入手できないという状況について、閲

覧した側の外国人に責任を求めるのは適切ではない。 

 英語で表示した防災トップページから辿って、15 区で避難所情報（evacuation site、
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refuge など）に到達することができた。残りの 8 区は、英語で表示したトップページに防

災情報へのリンクがなかった 5 区と杉並区、それに板橋区・江戸川区である。「4.2 避難所

情報の提供」で説明したように、避難所リストは HTML 形式が大半であったが、HTML

形式であれば自動翻訳によって避難所名や住所がローマ字で表示されるので、外国人への

情報提供という観点で有効である。他方、避難所リストが画像 PDF であった豊島区では、

英語表記の避難所リストも入手できなかった。 

 

 

図 4 目黒区の英語版防災マップ 

 

 避難所マップ・防災マップ（Disaster Prevention Map など）を英語で提供していたのは

3 区にとどまった。防災情報への英語でのリンクがなかった文京区では、防災マップは 1 種

類しかないが、地図面は日本語と英語で、凡例は日本語・英語・中国語・ハングルで表示

されていた。目黒区には、図 4 に示すように英語版の防災マップが用意されていた。中野

区には、英語版・中国語版・ハングル版の防災マップがあった。また、港区はハザードマ

ップを英語で提供していた。外国人に配慮して防災情報を提供しようとしている、文京区・

目黒区・中野区・港区の姿勢は評価できる。 

 

4.6 スマートフォンへの対応 

 2014 年 12 月の携帯電話加入者数は、電気通信事業者協会調べで、145,053,600 と総人口

よりも多い22。『平成 26 年版情報通信白書』によれば、2013 年末で、スマートフォンの世

                                                  
22 電気通信事業者協会、「携帯電話・PHS 契約数」 

http://www.tca.or.jp/database/index.html 
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帯普及率は 62.6%、タブレット端末は 21.9%に達している23。今後ますますスマートフォ

ン・タブレットなどを通じての情報受発信は増加していくと考えられる。 

 23 区のうち、旧型の携帯電話に対応したウェブサイトしか持っていなかったのは 5 区（江

東区・大田区・世田谷区・杉並区・荒川区）に止まり、残りの 18 区はスマートフォンに対

応していた。ただし、台東区と江戸川区は、パソコン用サイトとデザインがほぼ共通で、

表示される文字サイズは極端に小さかった。また、文京区のトップページはスマートフォ

ンに対応しているが、防災に関する情報を集約した「防災ホームページ」は外部リンクと

なっており、そこに飛ぶとパソコン用と同じ表示となってしまうという問題があった。 

 スマートフォンに対応している 18 区のうち、トップページでスクロールなしに防災情報

へのリンクを見つけられたのは 6 区にとどまった。中野区のパソコン用サイトでは、防災

情報を掲載する「もしもの時には」は比較的上部にあるが、スマートフォンでは、「お知ら

せ」リストと「イベント」リストの下に、「もしものときには」が配置されていた。スマー

トフォンに対応している 18 区について、パソコン用サイトでは 15 区がスクロール不要で

あったから、スマートフォンの小画面に対応する際に、防災情報の重要度が低く見積もら

れたことになる。 

 防災トップページには、18 区すべてで避難所情報へのリンクがあった。避難所マップあ

るいは防災マップも、北区と足立区を除き、16 区で提供されていた。避難所マップあるい

は防災マップは拡大してもぼやけなかった。北区と板橋区を除き、ハザードマップへのリ

ンクを見つけられた。要約すると、スマートフォンに対応するサイトでは、パソコン用サ

イトと情報量にそん色がなく、避難所やハザードマップに関する情報を容易に取得できた。 

 墨田区は、「防災情報アプリ」を 2014 年 9 月から提供している。墨田区の防災に関する

情報をスマートフォンやタブレット端末で閲覧できるアプリであって、事前にダウンロー

ドすることで、発災時にインターネット通信環境がなくても、アプリ内に保持した墨田区

防災マップを参照できる。また、スマートフォンなどに搭載された GPS 機能を利用して、

現在地から最寄りの避難所を確認できる。スマートフォンはアプリの開発が容易であり、

同様のアプリが他の区から提供されるよう期待する。 

 

4.7 調査のまとめ 

 ユーザビリティとアクセシビリティに関連する多くの問題が、調査の結果見出された。

以下に要約する。 

 ユーザビリティに関しては、第一に、トップページをスクロールしなければ防災情報が

見つけられない区が存在した点が問題である。また、防災トップページでも、スクロール

なしでは避難所情報やハザードマップの発見できない区が存在した。「4.1 防災情報の重要

度」で先行研究を紹介したように、スクロールは、閲覧者の満足度を下げる恐れがある。 

                                                  
23 総務省、「平成 26 年版情報通信白書」 

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h26/pdf/index.html 
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 紛らわしいリンクが存在したり、深い階層に避難所情報などが位置付けられ、情報にた

どり着きにくい区が存在したりした点が、第二の問題である。階層が深いだけでなく、サ

イト構造が理解しにくいと、情報入手の効率が低下し、ときには正確な情報が入手できな

いという有効さにかかわる問題の原因ともなる。 

 第三の問題は、行政用語の混乱である。「一次避難所」と「一時避難所」、「二次避難所」

と「福祉避難所」というように、同じ施設が区によって異なって表現されていた。「一時避

難所」に「いっときひなんじょ」と仮名を振っていた区も存在した。杉並区が避難所を「震

災救援所」と名付けているのも同様の問題である。人々は一つの区に止まって生活を送っ

ているわけではないので、区によって異なる表現が用いられることは誤解の元となり、ユ

ーザビリティを下げる。 

 ハザードマップにおける安全と危険を示す色の乱れが、第四の問題である。表示色の基

準を国内標準・国際標準に合わせて早急に統一し、複数のハザードマップを利用する閲覧

者が混乱なく内容を理解できるようにすべきである。また、色覚異常者には赤と青の違い

が分かりにくいといった特性があるため、渋谷区のように、網掛けや斜線を同時に用いる

ように国土交通省のマニュアルに記載すべきである。 

 アクセシビリティに関連する第一の問題は PDF 形式での情報提供であった。避難所リス

トはほとんどの区で HTML 形式を用いて提供されていたが、防災マップ・ハザードマップ

等の地図は大半が画像 PDF での提供となっていた。これでは、視覚を用いなければ情報を

入手できない。危険度の高い地域の町名などをテキストで記述するなどして、視覚を用い

なくても最低限必要な情報が取得できるように直ちに改善するべきである。 

 英語による情報提供は、自動翻訳に依存するばかりで、表示の正確性に対する検証が決

定的に不足していた。これが、アクセシビリティに関する第二の問題である。外国人居住

者数は増加の傾向にあり、東京オリンピック・パラリンピックまで外国人旅行客も増加し

ていくと期待されている。発災時には、外国人は情報の入手に苦労する恐れがあり、アク

セシビリティへの配慮は不可欠である。 

 福祉避難所に関する情報を防災情報の一環として提供している区は少なく、ユーザビリ

ティとアクセシビリティの両面で、大きな問題があった。東京都地域防災計画は、各市区

町村の地域防災計画で二次避難所（福祉避難所）に関する情報を住民に周知するように求

めるものであり、地域防災計画がウェブサイトに掲載されていれば住民は情報を取得でき

る。しかし、地域防災計画は数百ページに及び、福祉避難所に関する情報を探しだすため

の心的負担は大きい。ウェブサイト上の防災トップページに福祉避難所に関するリンクを

提供するよう、改善を期待する。福祉避難所を利用することになる要配慮者の多くは、情

報の受発信に問題を抱える、いわゆる情報弱者でもある。それゆえ、福祉避難所に関する

情報提供ではアクセシビリティは前提である。 
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5. アクセスログの解析結果 

 防災対策は重要な施策であると行政側も住民等も強く認識しており、地方公共団体ウェ

ブサイトは住民等に対する防災情報提供の有力な媒体であるが、ユーザビリティとアクセ

シビリティについて多くの問題を抱えていることが、「4. 調査結果の概要と見出された問

題点」に記述したように明らかになった。 

 今後、改善を進めていく前提として、パソコン向けウェブサイト上での防災情報に対し

て住民等がどの程度アクセスしているかを調査することにした。一か月分を集計してアク

セスの多かったページ上位 100 位までのリスト提供を各区に求めたところ、渋谷区（2014

年 10 月分）、豊島区（2015 年 1 月分）、大田区・文京区・目黒区（2015 年 3 月分）の提供

を受けられた。2014 年 10 月 4 日から 6 日にかけて、台風第 18 号による大雨と暴風が東日

本太平洋側を襲った。全国では死者 6 名・行方不明 1 名・負傷者 72 名の人的被害が出たが、

東京都の被害は軽微で24、アクセス数が得られた各月はおおむね平時とみなしてよい。 

 上述の 5 区のうち、豊島区・目黒区ではアクセス数トップ 100 の中に防災に関するペー

ジはなかった。大田区の場合、トップページへのアクセス数は 125,101 であったが、防災

情報は「大田区洪水ハザードマップ」へのアクセスが 2,435 あっただけで、当該ページの

アクセス数順位は 101 位であった。渋谷区も同様に、トップページへのアクセス数 91,0981

に対して、防災情報関連は「防災・防犯（のトップページ）」（49 位、アクセス数 2,790）

と「洪水ハザードマップ」（67 位、アクセス数 2,381）の 2 ページだけであった。 

 文京区では、ディレクトリで第 2 層に相当する位置に防災トップページ（正確には防災・

まちづくり・環境トップページ）がある。アクセス数トップ 100 の URL を第 2 層に注目し

て集計すると表 1 が得られる。これより、文京区ウェブサイトにアクセスする人々の大半

は「手続き・くらし」、あるいは、「施設案内」「文化・観光・スポーツ」であって、「防災・

まちづくり・環境」はそれらよりもアクセス数が少ないことが読み取れる。また、「江戸川

公園」（アクセス数 2,881）、「都市計画図検索システム」（アクセス数 1,574）、「道路台帳平

面図の閲覧について」（アクセス数 1,511）なども、「防災・まちづくり・環境」として一つ

にまとめられ、ディレクトリ第 2 層を共有しているため、純粋に防災情報と見なされるの

は、「文京区水害ハザードマップ」（アクセス数 1308）のみであった。 

 以上に説明したように、アクセス数のリストが得られた 5 区のすべてで防災情報へのア

クセス数が少なく、トップ 100 内入りしたのは 3 区共にハザードマップに限られていたな

どが、アクセスログを解析して判明した。 

 

                                                  
24 消防庁、「台風第 18 号等に伴う大雨による被害状況等について（第 16 報）」、

http://www.fdma.go.jp/bn/%E5%8F%B0%E9%A2%A8%E7%AC%AC18%E5%8F%B7%E
7%AD%89%E3%81%AB%E4%BC%B4%E3%81%86%E5%A4%A7%E9%9B%A8%E3%81
%AB%E3%82%88%E3%82%8B%E8%A2%AB%E5%AE%B3%E7%8A%B6%E6%B3%81
%E7%AD%89%E3%81%AB%E3%81%A4%E3%81%84%E3%81%A6%EF%BC%88%E7%
AC%AC16%E5%A0%B1%EF%BC%89.pdf 
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表 1 文京区ウェブサイトにおけるアクセス数の分布 

手続き・くらし 74934

施設案内 44169

文化・観光・スポーツ 41197

区政情報 36899

地図情報 13966

防災・まちづくり・環境 11783

子育て・教育 6764

保険・福祉 5592

区議会 2485

事業者の方へ 1683

よくある質問 1299

 

6. 防災情報提供への改善案 

 各区ウェブサイトの防災情報へのアクセスがほとんどないという事実は、防災対策を最

優先の施策と回答した世論調査と一見矛盾する。矛盾は、次のようにして解釈できる可能

性がある。 

 

（仮説）リスクは被害額と発生確率の積で与えられる。東日本大震災の経験は膨大な被害

額を人々に認識させ、行政施策としての優先度を高めた。一方で、個々人として身近に被

害が発生する確率は非常に低いと、人々は考えがちである。つまり人々にとって災害のリ

スクは他人事であり、過小評価される傾向にある25。これが防災情報を事前取得しない行動

に結び付いている。 

 

 人々が積極的に取得しようとしていないことを前提に、地方公共団体ウェブサイトにお

ける防災情報提供のあり方を改善する必要がある。そのヒントは、閲覧者の視点でサイト

の構造を作り上げるという考え方である。人々は答えを得るためにウェブサイトを訪問す

る。 彼らは、何をどのようにすべきか、または、何をしてはならないか、に関する知識を

短時間で求めたいと考えている。発災時には特にこの欲求は高まるため、発災時に何を、

どんな順番で知ろうとしているかを理解し、必要な情報をまとめて、掲載する必要がある。 

 

6.1 発災時を意識した防災情報の提供 

 人々は防災情報を事前取得していないという「5. アクセスログの解析結果」から、発災

時に防災情報へのアクセスが急増すると考えられる。地方公共団体は、急増を考慮に入れ

                                                  
25 脚注 9 に同じ 
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て、必要な情報を的確に提供するように用意しておかなければならない。 

 第一のポイントは、防災情報へのリンクをトップページ左上に置くことである。すぐに

目につくところにリンクがないと、情報を探すのに手間取り効率が低下し、アクセスが捌

けなくなるからである。「まちづくり」といった単語を大項目として、そこにカーソルを置

くと、「防災」がポップアップ表示される構造を取っている区もあるが、効率という点で好

ましくない。 

 平時に閲覧してほしい防災情報と発災時の緊急情報とを併記している区がある。中野区

は、「防災・気象情報」という緊急情報へのリンクと「防災・防犯」という平時のリンクと

を、トップページに並べているが、閲覧者に混乱を与えるだけである。発災時に閲覧者を

早く導くために、「防災」というバナーよりも、「災害が起きたら」といったバナーのほう

が好ましいだろう。 

 

6.2 避難所情報などのわかりやすい位置への掲載 

 発災の瞬間には、「どこに避難すべきか」と「どこに行くべきではないか」が必要になる。

避難所情報とハザードマップへのリンクは、防災トップページの中でも、目につきやすい

左上に配置するのがよい。「4.1 防災情報の重要度」で報告したように、避難所情報とハザ

ードマップへのリンクよりも新着情報が優先され、上部に表示される区があったが、基礎

情報が下部に押しやられ、スクロールが必要になるのは、適切ではない。 

 発災から時間が経てば、支援物資の搬入・配布といった、いわゆる新着情報の重要度が

増してくるだろう。その時点が来たら、避難所情報やハザードマップへのリンクと新着情

報の位置を入れ替える、レイアウト変更をするのがよい。 

 

6.3 テキストによる避難所情報などの提供 

 「どこに避難すべきか」「どこに行くべきではないか」などを地図だけで提供するのは、

アクセシビリティの観点から適切ではない。HTML 形式での提供を同時に行い、特にハザ

ードマップについては、「××町××丁目方面は浸水の危険があり立ち入らないこと」とい

った説明を付加しておくべきである。テキスト主体の、このような情報提供があれば、読

み上げソフトや翻訳ソフトの力を借りて視覚障害者や外国人に情報が伝達され、被害を抑

制できる可能性が生まれる。 

 多くの区で福祉避難所情報が提供されていなかったが、すでに「4.7 調査のまとめ」で

説明したとおり、福祉避難所の利用である要配慮者の多くは情報弱者でもあり、アクセシ

ビリティを満たす情報提供を心がけるべきである。 

 

6.4 スマートフォンを前提とするサイト設計 

 スマートフォンの利用を前提に、ここまで提案してきた改善案は実施されるべきである。

すでにパソコンとスマートフォンは情報入手手段として拮抗してきており、今後はスマー
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トフォンが主流になる可能性が高い。また、発災時にすぐに利用できるパソコンがなけれ

ば、人々は間違いなくスマートフォンを利用する。 

 スマートフォンは画面が小さいので、スクロールなどへの配慮がより必要になる。また、

地図には、アクセスに要する時間に加えて拡大表示しないと読み取りにくいという問題も

あり、「どこに避難すべきか」「どこに行くべきではないか」などをテキストで表示するよ

うにすべきである。たとえ最小限の情報であったとしても、テキストを頼りに行動を開始

できるからである。 

 スマートフォンを前提とすると、地方公共団体側は、絶対に提供しなければならない情

報を選別する必要が生まれる。このような意識は、ユーザビリティとアクセシビリティの

改善に役立つと期待できる。 

 

6.5 プッシュ型の情報提供 

 平時に防災情報をアクセスする人は少ないため、プル型よりも、発災時にプッシュ型で

情報提供するほうが人々に届く可能性が高い。 

 プッシュ型情報提供として、多くの地方公共団体で、地震や大雨・洪水等の災害に関す

る注意情報を携帯電話・スマートフォン・タブレットやパソコンなどに電子メールで配信

するサービスを実施している。この種のサービスでは、利用者の属性（視覚に障害がある、

下肢に障害がある、一人暮らしであるなど）を事前登録して、属性に合わせて情報を提供

することも可能であろう。 

 災害時に情報を必要とするのは居住者だけではない。その地域で働く人や、たまたま観

光で来ていた人なども、発災時における所在地での防災情報を必要とする。いくつかの情

報提供形態を考え得るが、一案は次の通りである。 

 気象庁が発する緊急地震速報は、移動通信事業者を経由して、震源地周辺エリアの携帯

電話・スマートフォンに一斉メール配信されている。これが可能なのは移動通信事業者が

加入者の所在位置を把握しているからである。利用者が所在する地方公共団体の提供する

防災情報へのリンクを、位置情報に基づいて緊急速報メールの中に埋め込んで配信すれば、

人々は防災情報を探しだす手間を省ける。これは、発災時の所在地が居住地でも勤務地で

もなく、市町村名すらもはっきりとはわからないような、土地勘が乏しい利用者にとって、

もっとも有益である。もちろん、居住地や勤務地にいる利用者にも役に立つ。 

 

7. まとめ 

 東京都 23 区を対象に、防災情報が各区ウェブサイトでどのように扱われているかをユー

ザビリティとアクセシビリティの観点で評価した。また、各区ウェブサイトへのアクセス

のログを解析して、平時には人々が防災情報をあまりアクセスしないことを明らかにした。 

 その上で、発災時に人々が最も短時間に「どこに避難すべきか」「どこに行くべきではな

いか」の情報を取得できることを最重点に、スマートフォンを前提とするプッシュ型の防
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災情報提供などの改善案を提案した。 


